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はじめに 

 

「すべての人間は、生れながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利とにつ

いて平等である。」世界人権宣言にうたわれているこの理念は、人類普遍の原理

であり、日本国憲法においても、法の下の平等及び基本的人権の保障について

定められています。 

しかし、現実社会には、同和問題をはじめ、女性、子ども、高齢者、障がい

者、HIV 感染者等、外国人などに対する人権侵害の問題が依然として存在して

います。 

黒潮町は、これらの問題の解決に先導的な役割を果たすべきであり、また、

私たちは、力を合わせて、あらゆる人権問題の早急な解決を図っていかなけれ

ばなりません。そのための指針として「黒潮町人権施策推進基本方針」を策定

いたしました。 

この基本方針では、「人権という普遍的な文化」の創造を基本理念として、人

権施策の推進方針や、身近で重要な課題への取り組み、そして、国、県、市町

村の連携や、行政とＮＰＯ、各種団体との協働、さらには町民に期待される役

割などを明らかにしております。 

今後は、この方針に基づき、互いに人間の尊厳や権利を尊び、安心して生き

生きと暮らしていける地域社会の実現に取り組むこととなります。皆様方の一

層のご理解とご協力をお願い申し上げます。 

終りになりましたが、「黒潮町人権施策推進基本方針」の策定にあたり、その

基礎資料となりました「住民意識調査」にご回答いただきました多くの町民の

皆様方に厚くお礼を申し上げます。 

 

2007（平成 19）年 4月 

黒潮町長 下村 正直   
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黒潮町人権施策推進基本方針 

～すべての人の人権が尊重される、人権文化の町づくりを目指して～ 

2007（平成 19）年 4 月策定 

 

第１章第１章第１章第１章 人権施策推進基本方針策定の背景人権施策推進基本方針策定の背景人権施策推進基本方針策定の背景人権施策推進基本方針策定の背景 

１．人権をめぐる社会の動向 

 20 世紀における急速な科学の進歩は、人類社会に豊かさと快適さをもたらした反面、二

度にわたる世界大戦は、かつてない規模で人々の生活を破壊し、その中で行われた大量虐

殺や特定の民族への迫害などの人権蹂躙は想像を絶するものがありました。その反省から、

人権の保障が世界平和の基礎であり、国際社会全体で取り組むべき課題であるという考え

方が主流となりました。 

 このようなことから、国際連合は、1948（昭和 23）年 12月 10日、第 3回の国連総会に

おいて「世界人権宣言」を採択し、「すべての人間は、生まれながらにして自由であり、か

つ、尊厳と権利とについて平等である。人間は、理性と良心とを授けられており、互いに

同胞の精神をもって行動しなければならない。」と全世界に表明しました。 

 その後国際連合では、「国際人権規約」や「人種差別撤廃条約」、「児童の権利に関する条

約（子どもの権利条約）」等、人権保障のための条約が採択されたほか、「国際婦人年」や

「国際児童年」、「国際障害者年」等の国際年を定めるなど、それぞれの課題を解決するた

めの取り組みが進められています。 

 しかし、そのような取り組みにもかかわらず、人種、民族、宗教等に起因する地域紛争

が多発して、人権が侵害される状況が続いてきたことを深刻に受け止め、1993（平成 5）

年の世界人権会議では、世界中で人権教育を推進することの重要性が提唱されました。 

そして、翌 1994（平成 6）年の国連総会において、1995（平成 7）年～2004（平成 16）

年までの 10 年間を「人権教育のための国連 10 年」とするとともに、その具体的なプログ

ラムとして「人権教育のための国連 10年行動計画」を採択し、「人権という普遍的な文化」

を世界中に構築するための運動が進められることになりました。これは、人権関係諸条約

を真に実効性のあるものに高めるための国際プランといえるものでした。 

 そして、この 10年間の取り組みのフォロー・アップとして、2005（平成 17）年からは、

「人権教育のための世界計画」の取り組みが進められています。 

 国内においては、基本的人権の尊重を基本原理の一つとする日本国憲法の下で、「国際人

権規約」をはじめとする人権関係諸条約を批准・加入するとともに、国政の全般にわたり、

人権に関する諸制度の整備や施策が進められてきました。 

 そのような状況のもと、1965（昭和 40）年の同和対策審議会答申に基づき、1969（昭和

44）年から、同和問題解決に向けての特別対策や同和教育が進められてきましたが、1996

（平成 8）年に、地域改善対策協議会が「同和問題の早期解決に向けた今後の方策の基本的

な在り方」について意見具申を行いました。 
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この意見具申では、地域改善対策事業を特別事業から一般事業へ移行して、教育、就労

など、なお残された課題について、工夫しながら着実に実施していくとともに、今後の対

策として、依然として存在している差別意識の解消を図るため、これまでの同和教育や啓

発の成果とその手法を踏まえ、すべての基本的人権を尊重していくための人権教育・人権

啓発として再構築し、その中で同和問題を人権問題の重要な柱としてとらえながら、積極

的に推進していくという方向づけを行っています。 

 また、その前年の 1995（平成 7）年には、内閣総理大臣を本部長とする「人権教育のた

めの国連 10 年推進本部」が設置されています。そして、1997（平成 9）年には、「人権教

育のための国連 10年」国内行動計画が策定され、人権教育を推進していくうえで解決すべ

き重要課題（女性・子ども・高齢者・障害者・同和問題・アイヌの人々・外国人・ＨＩＶ

感染者等・刑を終えて出所した人）をあげて、その具体的な解決について言及しています。 

 これらの経過を踏まえて、2000（平成 12）年には、「人権教育及び人権啓発の推進に関

する法律」が施行され、人権教育・啓発の理念や国・地方公共団体、国民の責務が明らか

にされました。そして、この法律に基づき、2002（平成 14）年には、「人権教育・啓発に

関する基本計画」が公表されました。 

 このような状況の中で、文部科学省は 2004（平成 16）年に「人権教育の指導方法等の在

り方について（第一次取りまとめ）」を明らかにしました。これは、文部科学省が、人権教

育に関して初めて本格的な方針を示すものであり、道徳教育ではなく人権教育としてまと

めた内容となっています。 

 高知県では、1995（平成 7）年、高知県議会において「人権宣言に関する決議」が行わ

れ、1998（平成 10）年 4月には「高知県人権尊重の社会づくり条例」が施行されました。 

 この条例においては、その前文で 7 つの身近な人権課題（同和問題・女性・子ども・高

齢者・障害者・ＨＩＶ感染者等・外国人）を例示して、依然として人権侵害が存在するこ

とに言及し、本文では人権尊重の社会実現のために、県、市町村、県民の責務を明らかに

するとともに、本県における人権施策の基本方針の策定及び人権の実態について定期的な

公表などを規定しています。 

 また、1998（平成 10）年 7月には、「人権教育のための国連 10年」高知県行動計画が策

定され、「高知県人権尊重の社会づくり条例」と同様に県民に身近な 7つの人権課題を例示

して、それぞれの項目について、本県の実態を踏まえた人権教育・啓発のあり方、企業や

県民に期待する取り組みなどを具体的に示しました。さらに、2000（平成 12）年には、県

民の人権意識の高揚を図るための指針として、「高知県人権施策基本方針」が策定されてい

ます。 

２．黒潮町の状況 

 旧大方町では、1974（昭和 49）年に「部落完全解放の町」を宣言し、1995（平成 7）年

に「人権宣言に関する決議」を採択しています。一方、旧佐賀町では、1995（平成 7）年

に「人権擁護の町」を宣言してきました。 
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また、両町とも同和対策審議会答申に基づき、町の振興計画に同和問題の解決を行政の

重点施策として掲げ、同和問題を中心に、あらゆる人権課題の解決をめざして取り組んで

きました。 

 そして、地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律の失効と、2006

（平成 18）年 3月の黒潮町誕生を機会に、旧大方町と旧佐賀町の人権行政（同和行政）の

総括をし、新町の人権行政の基礎資料とすることを目的として、「人権問題に関する住民意

識調査」を実施してきたところです。 

 その結果、人権全般にわたって、また、同和問題をはじめ、女性、子ども、高齢者、障

がい者、外国人、エイズ患者・ＨＩＶ感染者等の身近な人権課題について、それぞれの成

果と課題が明らかになってきています。 

 

第２章第２章第２章第２章    人権施策推進基本方針策定の考え方人権施策推進基本方針策定の考え方人権施策推進基本方針策定の考え方人権施策推進基本方針策定の考え方    

１．基本方針の性格 

 この基本方針は、「人権という普遍的な文化」の創造を基本理念に、人権教育・啓発や人

権擁護を推進するため、「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」第 5条の規定に基づ

き策定するものです。 

そして、町民自らが、人権尊重の社会づくりの担い手であるという認識のもとに、国や

県、市町村、関係団体、ＮＰＯ等が協働して、人権意識の高揚や人権擁護にかかる取り組

みを進めていくための基本的な考え方を示すものです。 

 この基本方針は、他の様々な施策に関する計画や方針の策定にあたって、準拠すべき基

本指針としての性格を有するもので、町が推進するあらゆる行政の分野で、人権尊重の理

念を浸透させていくものです。 

 なお、それぞれの実施施策については、町の長期計画や各分野の個別計画及び各年度の

予算の中で具現化することとします。 

２．基本方針の目指すもの 

 この基本方針では、互いに人間の尊厳や権利を尊び、安心して生き生きと暮らしていけ

る地域社会の実現を目指します。そのために、すべての人が自分らしく生き、平等に参加

でき、それぞれの多様な文化や価値観を尊重し、それぞれの個性や生き方の違いを認め合

い、ともに生きていく「人権文化の町づくり」を推進します。 

３．基本方針の見直し 

 この基本方針については、人権問題を取り巻く社会情勢の変化や新たに発生する人権課

題に対応するため、「黒潮町人権対策審議会」での審議を踏まえ、必要に応じて見直しを行

います。 

 

第３章第３章第３章第３章 人権施策の推進方針人権施策の推進方針人権施策の推進方針人権施策の推進方針 

１．人権教育・啓発の推進 
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（１） あらゆる場を通じた人権教育・啓発の推進 

   人権意識を高めるためには、人権の意義や重要性が知識として身につくよう啓発を

行うことはもちろんのこと、日常生活の中で人権の配慮が行動や態度に現れるよう、家

庭や学校、地域社会、職場等あらゆる場を通じて、人権教育・啓発を推進します。特に、

人権感覚は一朝一夕に身につくものではないことから、様々な人権問題や命の大切さに

ついて、生涯にわたり継続した学習ができるよう、子どもから大人まで、長期的視野を

持った学習活動を進めていきます。 

① 就学前における人権教育（保育）の推進 

  乳幼児期は、乳幼児が生涯にわたる人間形成の基礎を培う極めて大切な時期にあ 

り、この時期に一人ひとりの子どもの人格や個性が尊重され、豊かな人間性が育まれ

ることは、その後の成長にとって極めて重要であることを考慮して、保育所保育指針

の目標に掲げる「人権を大切にする心を育てる」保育をさらに推進いたします。  

そのためにも、保育所の職員は、家庭や地域社会と連携を密にしながら、あらゆる

場を通じて人権問題についての正しい理解と認識を深めるよう研鑽に努めます。 

② 学校における人権教育の推進 

    学校教育においては、教育活動全体を通じて、児童生徒が様々な人権問題の解決

に向けた態度や行動力を身に付けることができるよう、人権尊重の意識を高めていく

ことが大切であり、人権教育は単なる知識の伝達にとどまらず、命の大切さや他人の

痛みが理解できる心、お互いの違いを認め合う心や豊かな人間性を培うことが必要で

す。そのためには、人権感覚を磨き、一人ひとりの実践力を高めることが重要であり、

子どもの発達段階に応じた人権学習の推進やフィールドワーク、高齢者や障がい者、

外国人等との交流等、学校における様々な体験学習の充実に努めていきます。 

また、人権教育の推進にあたっては、その担い手である教職員の資質の向上が不可

欠であることから、教職員の人権に対する正しい理解や認識を深めるとともに、指導

力の向上を図るための研修の充実に努め、学習プログラムや研修手法の研究等、学校

現場における人権教育を推進します。 

③ 家庭、地域における人権教育・啓発の推進 

    家庭はあらゆる教育の出発点であり、家族のふれあいを通して、他者への思いや

りや生命の尊重、人間の尊厳など、人権に関する基本的な学習の場として重要な役割

を果たしています。 

しかし、社会構造や生活スタイル等の変化に伴い、家庭における養育力や教育力に

格差が現れ、子どもや高齢者に対する虐待、配偶者などからの暴力（ドメステック・

バイオレンス）、子どもの養育放棄など、近年、様々な人権問題が顕在化しています。  

このような家庭の教育力の格差を補っていくために、様々な機会をとらえて、子育

てや高齢者介護に関する学習機会の確保や情報提供を行うほか、子育てや家事などを

固定的な役割分担意識にとらわれることなく、男女が協力して行えるような意識づく
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りを進めていきます。 

また、人々の生活の場である地域社会は、日常出会う人々を通して、善悪の判断や

生活習慣などを身に付けていく重要な学習の場であり、お互いの人権を尊重する意識

や相手を思いやる心を育む役割があります。 

家庭と学校、地域社会が連携し、地域に暮らす人々が生涯を通じて人権について学

んでいけるよう、学習の場の提供や機会の充実を図るとともに、研修講師の派遣や学

習プログラムの研究、指導者の養成など、社会教育における指導体制の充実に努めま

す。 

④ 職場における人権教育・啓発の推進 

    最近では、企業も社会を構成する一員であるとする「企業市民」という考え方か

ら、企業の社会的責任や社会貢献が重要視されています。日本社会において重要な課

題である人権に関しても、企業は無関心ではいられません。また、企業活動のグロー

バル化・ボーダレス化にともない、個々の文化の違いや人権の国際的基準に関する理

解も重要となってきています。 

    このような状況の中で、企業やその他の事業所においても、セクシュアル・ハラス

メントや職場での嫌がらせ、性別等による不当な差別などのない、働きやすい職場環

境づくりを進めることが必要となっています。 

また、障がい者の法定雇用率の達成や高齢者の継続雇用、外国人の就業についての

改善や、職場における男女共同参画社会の実現を目指すことが求められており、町で

は、人権啓発研修への講師派遣や研修会の開催などを通じて、職場における人権啓発

活動に対する支援を行っていきます。 

⑤ 町民参加型の効果的な教育・啓発活動の推進 

    町民一人ひとりが傍観者の立場ではなく、人権学習の主体であるという認識のも

と、自分自身の問題として人権を考えることができるよう、効果的な教育・啓発活動

を進めていきます。そのためにも、これまでの活動実績が豊富で、多くの町民が自主

的に参加をしている黒潮町人権教育研究協議会の活動を支援しながら、人権教育・啓

発活動の手法についての調査・研究活動を積極的に行っていきます。 

また、「人権まつり」や「解放まつり」、「人権作品展」など、子どもから高齢者まで

誰でも参加可能な体験型学習を推進いたします。 

⑥ 継続的な情報発信の推進 

町民に対し、継続的な情報発信を行うために、広報及び黒潮町ホームページの効果

的な活用を図ります。 

また、人権問題の学習教材や人権に関する情報の収集を行うとともに、町民が親し

みやすい啓発冊子の作成を行い、人権に対する正しい知識の普及に努めます。 

（２）特定の職業に従事する者に対する人権教育の推進 

人権尊重の社会づくりを推進していくためには、町民一人ひとりが人権問題に対す
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る正しい理解と認識を深めるとともに、人権感覚を磨くことが重要であり、あらゆる

場を通じた人権教育を推進していくこととしております。 

とりわけ、公務員、教職員、消防職員、保健、医療、福祉関係者は、日頃から人権

の擁護に深い関わりを持つ職業に従事しており、その職務の性質上、人権に配慮する

ことが求められています。これらの特定の職業に従事する者への人権教育・啓発は、

これまでも各機関や各職場において、それぞれ行われてきたところですが、今後とも

人権尊重の理念の浸透が図られ、効果的な人権教育・啓発が行われるよう積極的な支

援に努めます。 

また、町職員は町内における人権教育・啓発の先導的役割を担っており、各種研修

会に積極的に参加するとともに、全職員対象の人権研修を毎年実施いたします。さら

に、黒潮町における人権課題の認識を深めるために、新規転入した教職員及び新規採

用町職員を対象にした研修会も定期的に実施いたします。 

（３）指導者等人材育成の推進 

    町民が日常生活の中で、人権に配慮した行動がとれるよう人権意識を高めていく

ためには、身近な学習の場において、様々な人との交流やふれあいを通じて、人権教

育に広く参加できる環境を整えるとともに、人権教育・啓発に携わる指導者の養成が

重要となります。このため、指導者育成をめざした「人権教育推進講座」を行い、各

地域や各職場からの積極的な参加が得られるように努めていきます。 

２．人権擁護 

人権が侵害された場合の司法による救済や人権侵犯事件に対する法的救済は、国の専

管事項でありますが、町としては、人権侵害を受けるおそれのある人に対する相談や解

決のための助言など、町が実施可能な支援体制の整備を進めます。 

（１）人権救済・保護システムの充実 

    人権侵害を受けた被害者への救済については、国の人権擁護推進審議会において、

人権が侵害された場合に、迅速かつ簡易な方法で救済ができるよう、新たな人権救済

制度の創設が答申され、2002（平成 14）年３月に人権擁護法案が国会に提出されま

したが、まだ成立しておらず、人権救済制度の確立が大きな課題となっています。人

権尊重の社会づくりを進めるためには、人権が侵害された場合の救済制度の構築は不

可欠であり、早期の制度創設と適切な運用を国に要望します。 

また、人権侵害事象の発見または訴え、告発があった場合には、黒潮町人権施策推

進委員会に情報を集中する中で、同委員会が人権侵害事象であると認識した場合は、

関係機関と連携しながら、被害者へのケア及び加害者への啓発を行うとともに、再発

防止施策の検討を行います。 

（２）人権擁護委員の活動支援 

人権擁護委員は、地域住民の日常生活に接しながら、人権意識の高揚と人権侵害の

防止に努めることを目的に、市町村長の推薦を受けて、法務大臣が委嘱しています。     
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本町においても、関係機関との連携のもと、地域に根ざした啓発活動や相談活動を

積極的に行うなど、人権教育・啓発の担い手として大きな役割を果たしております。 

近年、社会環境の変化に伴い、新たな人権課題への対応や専門的な知識が求められ

ており、町では、人権擁護委員が行う資質向上のための研修や人権啓発活動、相談活

動について支援いたします。 

（３）人権相談の充実・強化 

住民からの多様な相談に対応するために、人権課題ごとの相談窓口を明確にし、専

門的な相談機関への紹介やその後のフォローアップを行うなど、町民からの人権相談

が円滑に行われるよう努めます。 

 

（４）権利擁護への取り組みの推進 

介護保険制度や身体障害者支援費制度の導入に伴い、多くの福祉サービスが、自らサ

ービスを選択し契約を結んで利用する仕組みとなり、知的障がい者や精神障がい者、認

知症高齢者など、判断能力の不十分な方にも、福祉サービスの利用を保障していくこと

が課題となっています。また、悪徳商法や詐欺的取引の被害者になることも懸念されて

おります。そのために、相談支援活動を充実させる等、すべての人が安心して生活でき

るよう、権利擁護への取り組みを推進します。 

また、成年後見制度は、自己決定の尊重と本人の保護の調和を図ることを基本理念と

して、2000（平成 12）年に施行された制度ですが、家庭裁判所が制度の相談窓口であ

るため、身近な相談窓口となりにくいこともあって、まだ、制度への理解や利用は十分

に進んでいません。最近、弁護士会や社会福祉士、司法書士会などの関係団体が、この

制度の利用についての相談活動を行い、徐々にその周知が進められてきましたが、今後

とも、円滑かつ適切な成年後見制度の利用が進められるよう、関係機関とともに啓発活

動を進めます。 

 

第４章第４章第４章第４章 個別事項（身近な個別事項（身近な個別事項（身近な個別事項（身近な人権人権人権人権課題ごとの推進方針）課題ごとの推進方針）課題ごとの推進方針）課題ごとの推進方針）    

  日本社会の中には、様々な人権課題が存在しますが、人権問題を取り巻く社会環境の

変化の中で、さらに新たな人権課題も生まれています。それらの中でも、身近な人権課

題として、高知県人権尊重の社会づくり条例で明らかにされている７つの課題について

の推進方針を次のとおりといたします。 

１．同和問題 

（１）現状と課題 

日本固有の人権問題である同和問題は、憲法が保障する基本的人権に関わる重要

な問題です。1965（昭和 40）年の「同和対策審議会答申」以来、旧大方町と旧佐賀

町においては、その理念のもとに同和問題の解決のために積極的に取り組んできま

した。その結果、住環境整備や産業振興等の主要なハード事業は、いくつかの課題
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を残しつつも概ね完了し、一定の成果を収めることができました。 

しかし、人々の観念や潜在意識にかかわる心理的差別については、着実に解消へ

向けて進んでいるものの、結婚問題を中心に依然として根深く存在しています。こ

のことは、2005（平成 17）年・2006（平成 18）年に実施した住民意識調査の結果

をみても明らかで、今なお多くの課題が残されています。 

今後は、この心理的差別の解消を目指し、これまでの同和教育や啓発活動によっ

て積み上げられてきた成果とこれまでの手法への評価を踏まえて、他の様々な人権

課題との関連を考慮しながら、教育・啓発を中心に同和問題の解決を目指していく

ことが必要です。 

（２）推進方針 

国は、1996（平成 8）年の「地域改善対策協議会意見具申」を受け、同和問題に関す

る差別意識の解消に向けた教育及び啓発については、人権教育・啓発の事業として再構

築して推進するとしています。町においても、一般対策の中での同和行政の柱を、町民

に対する「教育・啓発」と位置づけ、町民すべての人が、家庭や地域、職場等あらゆる

日常生活の中で、自ら積極的に「差別をなくす」という人権意識・人権感覚を育んでい

けるよう、また、その感性があらゆる差別の解消につなげていけるよう、教育・啓発の

充実に努めます。 

① 「同和問題の解決は行政の責務であり、町民一人ひとりの課題である。」という認

識の醸成を図ります。 

② 我が国の歴史における支配・被支配の関係やその起源等について、科学的に解明さ

れた教材を使用するなど、同和問題への正しい認識を深める教育・啓発の推進を行

います。 

２．女性 

（１）現状と課題 

    法律や制度面からの整備は着実に進んでいるが、固定的な性別役割分担意識や意

見・発言の軽視、雇用の場における格差、女性に対する暴力など、いまだに広く女

性に対する直接、間接の差別が存在しています。 

    こうした差別の解消をはじめ、政策や方針決定の場など、あらゆる場における女 

性参加、参画を一層促進する必要があります。 

（２）推進方針 

    女性に対する様々な差別を解消することにより、女性の人権が男性と対等、平等

に尊重され保障される社会の実現を図ります。 

  ①両性の尊厳・平等を目指す教育・啓発を推進いたします。 

②女性への差別の解消に向けた普及・啓発活動を行います。 

  ・雇用の場における実質的な男女平等 

  ・家庭生活や地域社会への男女共同参加 
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  ・政策、方針決定への参画を推進 

  ・女性に対するあらゆる暴力の根絶 

３．子ども 

（１）現状と課題 

    現在、社会構造や生活スタイル等の変化に伴い、家庭の教育力に格差が生じたり、

地域の教育力が低下してきているといわれています。このような社会環境の変化が

大きな影響をもたらし、子どもが犯罪に巻き込まれる事件や青少年の非行問題、い

じめ、不登校、ひきこもり、虐待、自傷行為など、子どもを取り巻く環境は厳しい

状況になっており、全国の中では、命に関わる重大な事件も多く発生しています。 

住民意識調査の中でも、子どもが虐待などの人権侵害を受けた場合に対する、行

政や教育機関への期待は大きく、家庭や学校、地域の中で子どもたちが安全で健や

かに育つ環境づくりが早急に求められています。 

（２）推進方針 

    地域社会全体で子どもの育つ環境づくりを推進し、子どもが一人の人間として尊

重され、偏見や差別によって人権の侵害を受けることのない社会の実現を図ります。 

① 子どもの人権に関する社会的関心の喚起、意識啓発を行います。 

② 子どものコミュニケーション能力を高めるとともに、個性や人権を尊重した教育

を推進します。 

  ③ 学校と地域が連携し、地域社会における生活体験や自然体験プログラムを充実し、

さまざまな職業・生き方・考え方にふれる機会を増やします。 

  ④ 児童館を中心に、子どもの居場所づくりや学び直しができる環境を整え、差別や

いじめに負けない強い心と他人に対しての思いやりの心が育つ活動を推進します。 

  ⑤ 教育相談所を充実し、子どもの健全な育成を図るために、家庭生活、学校生活に

おける相談事業の充実を図ります。 

４．高齢者 

（１）現状と課題 

2005（平成 17）年の国勢調査から推計すると、2025（平成 37）年には、国民の 30.5

パーセントが 65 歳以上になると見込まれ、日本は世界一の高齢者国となるのが否めな

い状況であり、その対策が大きな課題となっています。 

ところが、黒潮町では、2007（平成 19）年に 65歳以上の人口が既に 32.1パーセン

トとなっており、全国に先駆けた高齢者自治体となっています。しかも、これからも高

齢者人口は増加の一途が見込まれています。 

今後、高齢者が自立し、健康で安心と生きがいを持って暮らすために、就労機会の確

保や保健福祉サービスの充実などの環境づくりが大きな課題となっています。 

また、高齢化に伴い、介護の必要な高齢者はますます増加すると予想され、介護する

家族の負担や、認知症高齢者らが受ける人権侵害なども高齢者を取り巻く社会の大きな
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問題です。 

（２）推進方針 

    「黒潮町高齢者保健福祉計画」「黒潮町介護保険事業計画」に基づいた保健福祉サー

ビスを推進するとともに、高齢者が社会の一員として、人権が尊重され、健康で生きが

いをもって生活をしていける社会の実現を図ります。また、シルバー人材センターの活

動を支援し、高齢者の雇用の場の拡充と社会参加の充実に努めます。 

① 高齢者に対する理解の促進を図ります。 

  ・加齢に伴う心身機能の低下に対する理解 

  ・財産管理や権利擁護などの福祉サービスの周知 

 ② 高齢者の社会参加の促進を行います。 

  ・経験や知識を活用し、世代を超えた交流やふれあいの機会の充実 

  ・雇用や社会参加の充実 

５．障がい者 

（１）現状と課題 

障がいのある人が地域の一員として活動し、自立した生活を送ろうとするとき、

物理的な障壁（道路、建物、バスの段差など）や制度的な障壁（各種の資格制度、

就職試験などでの差別）などが問題となります。 

中でも、大きな問題は、障がいに対する理解が十分でない人達の心ない言葉や行

動によって障がいのある人やその家族が、人間としての尊厳を傷つけられることで

あり、社会全体が障がいについて正しく理解することが必要です。 

（２）推進方法 

「黒潮町障がい者計画」「黒潮町障がい福祉計画」に基づき、障がいのある人もな

い人も、地域でともに生活できる社会の実現を図ります。また、既に町内で先進的

事例がある、時間と場所に縛られない働きかたの創造をめざした「ＩＴを使ったテ

レワーク」の一層の推進を支援いたします。 

① 障がいや障がいのある人に対する理解の促進を図ります。 

   ・障がいのある人との交流やふれあいの機会の充実 

   ・財産管理や権利擁護などの周知 

② 障がいのある人の社会参加の支援を行います。 

   ・「ひとにやさしいまちづくり」の推進 

   ・雇用の促進や働きやすい環境の整備 

６．ＨＩＶ感染者等 

（１）現状と課題 

   エイズ、結核、ハンセン病、腸管出血性大腸菌 O－157などの感染症にかかった患者・

感染者が誤った認識や偏見などにより差別を受ける場合があります。 

   「住民意識調査」の中でも、「よくわからない」と回答した割合が高く、感染症につ
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いての正しい情報の提供と啓発活動などにより、患者・感染者の権利を守るための取

り組みを進める必要があります。 

（２）推進方法 

   様々な感染症にかかった患者・感染者が差別を受けることなく、安心して治療を受

け、地域でともに生活できる社会の実現を図ります。 

 ① エイズ等についての正しい情報の提供を行います。 

 ② 感染予防対策を通じた啓発活動の実施をします。 

７．外国人 

（１）現状と課題 

   国際化の進展とともに、外国人に対する偏見や差別などの人権問題が顕在化してい

ます。一般的には、欧米諸国に比べアジアの人たちを軽視する傾向があり、歴史的・

地理的に関係が深いアジアの近隣諸国についての理解や認識を深める必要があります。 

（２）推進方針 

   外国人にとっても暮らしやすい、差別や偏見のない地域社会の実現を図ります。 

 ① 外国人や外国の文化と交流、国際理解の促進を図ります。 

 ② アジアの近隣諸国について理解を深めるための知識の普及活動を行います。 

 

第５章第５章第５章第５章 推進体制推進体制推進体制推進体制    

１．町の推進体制 

町が行うすべての業務について、職員一人ひとりが人権尊重の視点に立った行政を推進

していくことが求められています。このため、町のあらゆる行政分野で、人権尊重の理念

を基礎とした取り組みを積極的に推進します。 

（１）全庁的な推進組織の構築 

町行政組織の中で人権施策に関する業務については、各課共通業務といたします。 

そのうえで、黒潮町人権施策推進委員会を基軸にして、黒潮町人権施策推進基本

方針に基づき、総合的かつ効果的な施策の推進に努めるとともに、黒潮町人権対策

審議会の意見や提言を踏まえ、基本方針の適切な進行管理に努めます。 

（２）町民館機能の充実 

    町民館は、地域社会全体の中で福祉の向上や人権啓発の住民交流の拠点となる開

かれたコミュニティーセンターとして、生活上の各種相談業務や人権課題の解決の

ための各種事業を総合的に行っていきます。また、関係機関との連携を図り、人権

にかかる調査研究や啓発資材の開発、作成、保管に努めます。 

２．関係行政機関との連携 

人権施策の推進にあたっては、国、県、市町村ともにそれぞれの立場から、様々な取

り組みを行っており、人権尊重の社会づくりを進めていくためには、相互の緊密な連携

のもと協力体制を強化していくことが必要です。 
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   このため、法務局や人権擁護委員などの国の機関、高知県の人権に関する窓口、市

町村等で構成する人権啓発ネットワーク協議会との連携を強化し、効果的な人権啓発活

動を進めていきます。 

３．ＮＰＯ、各種団体との協働 

人権意識の高揚や人権擁護の推進については、行政だけでなく、各種団体やＮＰＯ、

企業などの自主的、主体的な活動は不可欠であり、町がこれらの活動との連携を図り、

協働して人権が尊重される社会の実現に努めます。 

４．町民に期待される役割 

人権が尊重される社会づくりの実現のためには、町民自らがその担い手であることを

認識し、人権意識の高揚に努めることが重要です。 

すべての人は平等であり、人権はすべての人に保障されています。お互いを認め合い、

思いやることができるよう、人権意識を高め、日常生活の行動に根付かせていかなけれ

ばなりません。 

このように、人権問題はまさに、一人ひとりの心の問題であり、生涯を通じて、常に

学習していく姿勢が求められています。町民各自の主体的な行動によって、笑顔に満ち

た人権文化豊かな町づくりを目指しましょう。 


